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平成 28年度多治見市経営健全化審査意見の提出について 

 

 

 地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成 19 年法律第 94 号）第 22

条第１項の規定により、審査に付された平成 28年度多治見市水道事業会計及び

多治見市民病院事業会計の資金不足比率について審査した結果、次のとおり意

見を提出します。 

 



 

６   
 

平成 28 年度 

多治見市経営健全化 

審査意見書 
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平成 28 年度多治見市経営健全化審査意見 

 

１．審査の概要 

 この経営健全化審査は、市長から提出された資金不足比率及びその算定の基

礎となる事項を記載した書類が適正に作成されているかどうかを主眼として実

施した。 

 

２．審査の結果 

 審査に付された下記、資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載し

た書類は、いずれも適正に作成されているものと認められる。 

 

 

記 

 

会 計 名 平成 28 年度資金不足比率（％） 経営健全化基準（％） 

水道事業会計 － 20.0 

病院事業会計 － 20.0 
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資金不足比率審査参考資料 

 

（１）資金不足比率算定根拠 

 

   資金不足率（％）＝資金の不足額／事業の規模×100 

 

項  目 内    容 

資金の不足額 

{（流動負債－控除企業債等－控除未払金等－控除引当金等）＋建

設改良費等以外の経費に対する地方債の現在高－（流動資産＋貸倒

引当金）}－解消可能資金不足額（※1） 

事業の規模 
営業収益の額（指定管理者の収入として収受させた利用料金の額を

含む。）－受託工事収益の額 

（※1）解消可能資金不足額は、事業の開始後に多額の費用を賄う収入が得ることができな

い場合などの事由がある場合において、資金不足額から控除する額 
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（２）資金不足比率算定の基礎 

（千円） 

項目                   会計名 水道事業会計 病院事業会計 

資金不足額 

流動負債の額 ① 415,053 188,423 

控除企業債等 ② 25,506 177,074 

控除未払金等 ③ 0 0 

控除引当金等 ④ 39,684 0 

建設改良費等以外の経費に対する地方債の

現在高 ⑤ 
0 0 

流動資産の額 ⑥ 1,506,718 522,528 

貸倒引当金  ⑦ 3,236 353 

（①－②－③－④）＋⑤－(⑥＋⑦）＝⑧ △1,160,091 △511,532 

解消可能資金不足額 ⑨ 

（⑧＞0の場合に算入） 
0 0 

資金不足額 ⑧－⑨ ＝⑩ △1,160,091 △511,532 

事業の規模 

営業収益の額 － 受託工事収益の額 ⑪ 2,130,827 3,293,103 

事業の規模 ⑪＝⑫   2,130,827 3,293,103 

 

資金不足比率（％） 

       ※ 比率≦0の場合は「－」 ⑩/⑫ 

 

－ － 

 


